kinsei chunichi ryokoku no minshu kyoiku ni kansuru hikakushiteki kenkyu : ryokoku minshu kyoiku fukyu no soi to sono yoin no kosatsu o chushin ni by 胡 学亮






















































一、敦孝弟以重人倫 一、篤宗族以昭雍睦 一、和郷党以息争訟 一、重農桑以足衣食  
一、尚節倹以惜財用 一、隆学校以端士習 一、黜異端以崇正学 一、講法律以儆愚頑  
一、明礼譲以厚風俗 一、務本業以定民志 一、訓子弟以禁非為 一、息誣告以全善良 
一、誡窩逃以免株連 一、完銭糧以省催科 一、聯保甲以弭盗賊 一、解仇忿以重身命5 
この「上諭十六条」は、清朝最初に出された「六倫」の内容をより充実させたもので、



























































































立を命じ、その費用として地方官吏に毎年銀 28 両を支給した。 
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した。五城に小学１校ずつを設け、教員を招聘して優秀な人を教育する。義学・小学
の廩餼 300 両を、府・県において月を按じて支給することと命じた。 
○1705（康煕 44）年、少数民族の首長である土司の子弟が向上心あるいは勉強の意向が
強ければ、学校を建てて、彼らの教育を行うという達を出した。 
























































































































































 吉宗のほかに、老中水野忠邦は 1843（天保 14）年から 1844（弘化元）年までに、前後
４回にわたって手習師匠の表彰を行った。これについて、「東京府教育沿革」には次のよう







































14 藩が何らの形で寺子屋に保護、統制を加えている。しかし、不明の 13 藩を除いて、ほ
かの約 94％にあたる 216 藩が寺子屋開設の際に何も規制していなかった（表４－１）。 
 
表４－１ 諸藩の寺子屋に対する政策 
 諸藩の対寺子屋政策 校数 規制内容 
許可制   6 
寺子屋開設の際、当局の許可が必要とする、あるいは士分
の主宰する寺子屋に限り許可対象とするなど 
届出制 8 寺子屋開設は届出を必要とする。 
規定なし 216 寺子屋開設の際、許可や届出などの規制をしていない 


















































































































































































































































































































































































































































































熟、海門、南通の三県では、1644 年から 1904 年までの間に、県学に合格した 11,504 人の









































































































































これは 432 校の寺子屋の総生徒数の約 13.1％である70。このことからみれば、寺子屋修了





校数 年平均開設数 校数 年平均開設数 
寛政－享和 1789(15) 223 14.9 47 3.1  
文化 1804(14) 387 27.6 69 4.9  
文政 1818(12) 676 56.3 91 7.6  
天保 1830(14) 1984 141.7 219 15.6  
弘化－嘉永 1844(10) 2398 239.8 233 23.3  
安政－慶応 1854(14) 4296 306.9 344 24.6  










1827（文政 10）年 14 歳の時上田藩上野塾に入り漢籍を修め、翌年退学。壮年に及び名主
役其他の公務を務めた71。 



















○北島俊 更級郡笹井村上氷鉋の人、1822（文政５）年３月 18 日生る。幼時同郡戸部村
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（嘉永３）年から 1867（慶元）年の間に入学年齢が判明できた 76 人の門人をみると、８
歳入学から 45 歳入学までと幅広いものであった78。そのうち、10 歳から入学した場合が
一番多く、全体の約 16％を占めている。13 歳、15 歳、18 歳から入学したのは、それぞれ



















 これによると、31 年間の「寿硯堂」の入門者は 642 人（男子 477 人、女子 165 人）に達
している。このうち多くの者が、修了後奉公に出ている。男子 139 人、女子 19 人で、男子
の場合は入門者総数 477 人の 29％であり、女子の場合は入門者総数 165 人の 11％である。
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も少なくなかった。近在の場合の奉公先は零細な酒屋や桶屋、仕立屋、蝋燭屋、茶屋など
であった。女子寺子の奉公先については、19 人のうち 18 人が伊勢国内の店や個人の家に
奉公に出ており、地元の店へ集中していることがわかる80。全体的にみれば、「寿硯堂」の
























































































県学は 40 人、中県学は 30 人、小県学は 20 人としていた93。その後、大県学と中県学の採
用人数が半減され、小県学の定員は４～５人と改定した。また 1674（康煕９）年に、府学
は 20 人、大県学は 15 人、中県学は 15 人、小県学は７～８人と定めた94。以降県学の採用
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人数は増減していたが、20 人以下とした場合が多かった。例えば、長江下流の常熟県、嘉
善県と平湖県では、清代初期の 1644（順治元）年から清代末期の 1904（光緒 30）年まで






学校名 採用人数 学校名 採用人数 学校名 採用人数 学校名 採用人数
桂林府学 20 融県学 15 平楽県学 20 鎮辺県学 2 
臨桂県学 20 象州学 15 恭城県学 15 郁林直隷州学 20 
興安県学 15 来賓県学 8 富川県学 15 博白県学 12 
霊川県学 15 慶遠府学 20 賀県学 15 北流県学 12 
陽朔県学 12 宜山県学 15 荔浦県学 8 陸川県学 12 
灌陽県学 15 天河県学 8 修仁県学 8 興業県学 8 
永寧州学 12 河池州学 12 昭平県学 12 百色直隷庁学 4 
永福県学 8 思恩県学 8 永安州学 15 恩陽州学 2 
義寧県学 8 東蘭州学 4 梧州府学 18 奉議州学 3 
全州学 20 思恩府学 20 蒼梧県学 20 土田州学 4 
柳州府学 20 武縁県学 20 藤県学 12 廉州府学 12 
馬平県学 12 賓州学 20 容県学 8 合浦県学 8 
雒容県学 12 遷江県学 8 太平土州学 4 霊山県学 8 
羅城県学 8 上林県学 20 鎮安府学 12 欽州学 9 
柳城県学 12 泗城府学 10 天保県学 4 防城県学 8 
懐遠県学 8 西林県学 4 帰順州学 4  


































  (２)日本の学問奨励としての素読吟味と学問吟味 
 日本では、公的な試験制度は古代から存在した。平安時代に、唐にならって官僚の試験









































第２回 1794(寛政６) 237       41 43 5:14:28 人 
第３回 1797(寛政９) 249           2:21:12 人 
第８回 1823(文政６)   161 122       5:14:18 人 
第９回 1828(文政 11)   142 132       4:11:20 人 
第 13 回 1848(弘化５)   168 162 147 133 27 4:22:30 人 
第 14 回 1853(嘉永６) 200 181 172 161 143 53 3:35:37 人 
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第 15 回 1856(安政３)   234 235 212 195   4:48:55 人 
第 18 回 1865(元治２) 71           3:34:20 人 
橋本昭彦『江戸幕府試験制度史の研究』より作成 
1794（寛政６）年の第２回試験には 237 人が受験し、甲科及第者５人、乙科及第者 14 人、




と幕臣の子弟の 15 歳未満の者に対して行った試験であって、1797（寛政９）年 11 月にな












































奨励の方法 校数 全体の百分比 
優等者に扶持米を給与するか、棒禄を増加する 52 21.4% 
優等者に書籍などの賞品あるいは賞金を与える 120 49.4% 
優劣勤惰によって賞罰する 38 15.6% 
学業進否により進級あるいは座席を進退する 4 1.6% 
貧困なものに書籍や代料を貸与する 1 0.4% 
不詳 28 11.5% 
合計 243 100.0% 
                                  『日本教育史資料』（一、二、三）より作成 
 
諸藩学の中で、定期試験を最も早く導入したのは熊本藩学の時習館であるとみられる。




















































表４－７ 咸宜園の等級システム〔天保 10（1839）年３月以降〕 
等 級 課程 昇級点数 
上 詩五篇、文五十篇 460 
９ 
下 淡窓六種、墨子、管子、近思録、伝習録 420 
上 名臣言行録、資治通鑑、世説荀子、文中子 380 
８ 
下 荘子、資治通鑑、八大家文 350 
上 遠思楼詩講義、書経講義、漢書講義 320 
７ 
下 詩経講義、史記講義 290 
上 国語講義、左伝後半講義 260 
６ 
下 左伝前半講義、分範講義 230 
上 孔子家語講義、孟子講義 200 
上 
５ 
下 論語講義、日本外史講義 170 
上 蒙求暗記、中庸講義、十八史略暗記 140 
４ 
下 大学講義、十八史略抜粋 120 
上 国史略講義、孝経講義 100 
３ 
下 易経素読、詩経素読、書経素読 80 
上 礼記素読、春秋素読 60 
２ 
下 小学素読、孟子素読 50 
上 論語素読、孝経素読 40 
中 
１ 
下 中庸素読、大学素読 30 
下 無級  20 
海原徹『近世の学校と教育』による










































































































































































































 はじめに、家譜記録から中国浙江省嘉善県の袁氏一族における 14 世紀から 19 世紀に至
るまでの歴史を辿って、その一族代々身分の変動について検討してみる141。 

















袁氏としてはじめて科挙の準備に専念したのである。しかし、袁黄が 14 歳（1525 年）の
時、父が亡くなり、母が老いていたので、学業を捨て家業である医業に専念する決意をし
た。しかし、母が息子たちを勉学へと激励し、息子たちが勉強している間は、どんなに遅
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くまでも針仕事を続けていたという149。1566（嘉靖 45）年、袁黄が 34 歳の時、選貢生と










 袁氏の９世、袁黄の曾孫にあたる袁蘅、袁允は、1686（康煕 26）年と 1690（康煕 29）
年に相次いで科挙を受け、挙人となったが、この２人の次の代、すなわち袁黄の５世孫（袁
氏の 10 世）の時、袁氏は家奴の訴訟のために破産している。その子袁璉、すなわち袁氏の




 袁氏の子孫は再び科挙に挑戦し合格したのは、袁黄８世孫（袁氏 13 世）にあたる袁青で
ある。彼は 1820（嘉慶 25）年の歳貢生であり、人柄が誠実で、郷党に推されて儒者となっ





1148 年 1256 年 1371-1904 年
曾祖・祖・父のうち仕えたことのあるもの 104 201 
曾祖仕えず、祖・父の仕えたもの 9 22 
曾祖・祖伝えず、父の仕えたもの 24 60 
8,340
三代仕えず 153 237 6,222
宗室・不明 40 81 836





































































 1768（明和４）年、惣右衛門は病気のため備前に帰り、間もなく 75 年の生涯を閉じた。
彼の養子恕平は、養父のもらっていた 21 俵３人扶持を受けて軽輩からスタートし、番方や
小作事奉行、大阪・江戸の御蔵方という要職を勤め、48 歳で亡くなったときは 25 俵３人
扶持をとる武士となっていた。 
 恕平の子惣吉は、僅か 12 歳で城代支配の軽輩として家を継いだ。18 俵３人扶持から出















































































































 各階層の割合は、清代の史料は管見には入らないが、20 世紀 30 年代の福建省古田県七





身分 戸数 土地所有規模(畝) 総戸数の百分比 
地主 3 26.71 1.3% 
富農 2 80.30 0.9% 
中農 76 429.09 33.5% 
貧農 137 834.38 60.4% 
商人など 9 70.15 4.0% 
















合は非常に低く、それぞれ 1.3％と 2.5％であった（表４－10 参照）。 
 
４－10 陜西省武功県における農村階層の構成  
  自作農 自作農兼小作農 地主兼自作農 小作農 合計 
戸数 1,953 630 34 67 2,684
戸数 
百分比 72.8% 23.5% 1.3% 2.5% 100.0%
人口 人口 11,598 3,966 226 245 16,035
  百分比 72.3% 24.7% 1.4% 1.5% 100.0%
                                馬玉麟『武功県土地問題之研究』（1936)より作成 
 
また、武功県における１戸ごとの農民経営土地規模を検討すると、図４－２にみられる
ように、５畝未満の家族が最も多く、約 20.1％であり、次いで５～10 畝は 17.9％であり、




























実際の事例をみると、信濃国更級郡網掛村「村中家並帳」166（文政 10 年＝1827 年）に
よれば、本百姓（一打百姓）は 41 戸で、全体の 37.6％を占めていた。大部分は本百姓に
従属した判下であり、その戸数は 68 戸で、62.4％を占めていたのである（表４－11 参照）。
また、全村の持高をみると、不明の 48 戸を除いて、持高 10 石以上の家が４戸みられたが、
５石以下の零細土地保有者がほとんどであり、全体の 80％以上を占めていたことがわかる。 
 
表４－11 信濃国更級郡網掛村の階層(1827 年)  表４－12 信濃国更級郡網掛村の持高(1827 年) 
階層 戸数 百分比  持高 戸数 百分比 
一打 41 37.6%  １石未満 22 36.1%
帳下 23 21.1%  １～２石 11 18.0%
別家 21 19.3%  ２～３石 13 21.3%
借屋 1 0.9%  ３～４石 3 4.9%
合地 3 2.8%  ４～５石 3 4.9%
家来 2 1.8%  ５～10 石 5 8.2%
判下 
不明 18 16.5%  10 石以上 4 6.6%
  計 68 62.4%  不明 48   





1,100 石に及ぶ中振村を例にとると（表４－13）、最高の持高を示すのは 126 石余りで、か
なりの土地集積をしており、また 50 石以上の持高を持つ家は僅か４戸であったが、これら
で総持高の 28.1％を占めている。さらに、５～20 石の中農層は戸数からいえば 41 戸で全
戸数 109 戸の 26.3％を占めているが、持高の 38.2％をもっている。逆に、５石以下層の貧
農の数は圧倒的に多いが、持高の割合は僅か 10.3％を占めるに過ぎなかった。また、岡村、







中振村 岡村 三矢村 岡新村 
  
戸数 持高計 ％ 戸数 持高計 ％ 戸数 持高計 ％ 戸数 持高計 ％
100 石以上 1 126.0 11.4%                   
70～100 石 1 73.0 6.6%                   
50～70 石 2 112.6 10.1%       1 50.0 20.7%       
40～50 石 1 46.7 4.2%       1 43.6 18.1%       
30～40 石 2 72.5 6.5% 2 65.8 27.2% 1 26.2 10.9%       
20～30 石 6 133.2 12.0% 1 26.2 10.9%             
15～20 石 10 175.3 15.8% 2 38.4 15.9%             
10～15 石 13 164.1 14.8% 3 34.1 14.1%             
５～10 石 12 85.3 7.7% 3 18.5 7.7% 9 63.2 26.2% 8 56.6 54.0%
３～５石 11 42.0 3.8% 5 21.2 8.8% 4 14.6 6.1% 4 15.7 15.0%
１～３石 29 56.7 5.1% 13 26.3 10.9% 9 16.2 6.7% 9 15.5 14.8%
１石未満 45 15.9 1.4% 47 11.0 4.6% 49 14.9 6.2% 50 16.8 16.0%
その他   7.1 0.6%         12.5 5.2%   0.2 0.2%





た。一方の極には６反６畝 12 歩を所持する與右衛門以下 24 人の零細名請人層が存在する
が、その対極には２町１反５畝 30 歩を所持する與兵衛以下４人の有力名請人層が存在し、












































地区 種：収穫量 年代 出典 
江蘇 約 1:50 道光年間(1821-1850) 『浦泖農諮』 
珠江デルタ １：20～80 17 世紀半ば 屈大均『広東新語』 
福建永春州 １：70～80 乾隆年間(1736-1795) 乾隆年間『永春州誌』 
中
国 
湖南 １：40～50 道光年間(1821-1850) 『一斑録』雑述・巻二 
備前沼村 約１：77 安永４(1775)年頃 内藤家文書 
信濃山田村 約１：100 弘化２(1845)年頃 中条唯七郎『見聞集録』 
水戸大門村 約１：52 享和３(1803）年頃 『百姓分限名寄帳』 
日
本 



































地区 反収 時期 出典 
浙江桐郷県 約 1.8 石 清代初期(1650 年頃) 張履詳『補農書』総論 
江蘇蘇州 約 1.8 石 嘉慶年間(1796-1820) 『清経世文編』巻三八 
松江地区 約 1.2 石 道光年間(1821-1850) 『浦泖農諮』 
中
国 
四川彭県 1～1.4 石 19 世紀後半 『彭県志』巻三 
備前沼村 約 2.15 石 安永４(1775)年頃 内藤家文書『大福万帳』 
大和生田村 2.3～2.9 石 文化年間(1805-1813) 高瀬家文書『年代記』 
大和桧垣村 2.2～2.7 石 文久文政(1818-1862) 松田家文書『大宝栄記』 
日
本 







































田多者、輒佃人耕植而収其租」188とされ、１人農夫の耕作上限は 10 畝（約 6.7 反）であ
り、もし持高がそれを越えると、小作に出なければならないと指摘した。しかし、湖南や
江西など粗放な稲作しかできなかった地域では、１人の農民が 20～30 畝の田地を耕作でき
ると記録した史料が残されている。例えば、『長沙県志』よれば、1662 年から 1721 年の間
（康煕年間）、湖南長沙県では、「一人の農夫が凡そ二三十畝の水田を耕作することができ
る」189という。また、『安呉四種』によると、江西新城県辺りでは、「中夫治田二十畝、老















年）、１人成人の日雇賃金は 84 文であると記している193。道光年間、米１石の価格は約 200
文である194ことから、日雇賃金 84 文を米に換算すると、約 4.2 升で、後ほど述べるよう
に、４人の一日の食料に相当するものである。一方、日本では、ほぼ同時期の安政年間（1854
－1859）には、年季奉公人の給銀は、米換算値で示すと、約 1.5 石水準である。また 1859
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各県における平均家族数は 1.6～5.2 人で、５県のデータを平均すると、3.2 人になる。ま
た、同じ江南地区に位置する浙江省鄞県では、1652（順治９）年には、全県人口は 214,710
人で、戸数は 59,832 戸であるから、平均家族数は 3.9 となり、1786（乾隆 51）年には、 
 
表４－16 蘇州府人口と戸数(順治初年)  表４－17 清代中国の農民家族数別 
県別 人口 戸数 人口／戸数  割合表 
昆山 132,828 81,043 1.6  家族数 安徽祁門 四川巴県
常熟 383,950 73,644 5.2  ３人以下 45.65% 43.28%
呉江 210,129 82,891 2.5  ４～６人 41.31% 46.82%
嘉定 118,370 44,168 2.7  ７人以上 13.04% 9.80%
太倉 173,430 39,852 4.4  郭松義『清代小農家族規模 
計 1,018,707 321,598 3.2  的考察』より作成 
『蘇州府志』巻二十戸口、康煕年間刊行より作成     
 
人口 607,749 人、戸数 125,019 戸であるから、平均家族数は 4.9 となる197。さらに、奉化
県では、清末 1908（光緒 34）年刊行の『奉化県志』によると、全県人口は 265,996 人であ
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帝への「上書」の中で食料の問題にも言及している。彼は、江南地方の成人１人は、田地
を 12、13 畝耕作でき、肥えた田地であれば、年間米が 30 石余得られ、９人位の食料を保
障できる。もし痩せた田地であれば、年間 20 石米を収穫でき、５、６人の食料を提供でき
ると記した202。以上の史料から、成人１人の場合、年間に必要な食料は３～４石となり、









表４－18 鄞県各階層農家の土地経営規模（民国 23 年） 
自作農 小作農(佃農） 
戸数 田地面積 戸数 田地面積 
   階層 
持高別 
戸数 ％ 面積(畝) ％ 戸数 ％ 面積(畝) ％ 
10 畝以下 353  13.5% 2,224 3.0% 2,212 9.4% 10,618  1.6%
10～30 畝 812  31.1% 13,701 18.5% 7,958 33.9% 113,600  17.0%
30～50 畝 1,270  48.6% 48,197 65.2% 7,683 32.7% 245,818  36.7%
50～100 畝 178  6.8% 9,778 13.2% 5,478 23.3% 284,829  42.6%
100 以上畝 0  0.0% 0 0.0% 135 0.6% 14,179  2.1%
合計 2,613  100.0% 73,900 100.0% 23,466 100.0% 669,044  100.0%
                                      『鄞県通志』五（民国 24 年刊行）より作成 
 
この表によれば、自作農の戸数は 2,613 戸であり、全戸数 26,079 戸の約 10％を占めて
おり、これらの自作農が自家経営していた田地面積はあわせて73,909畝で、全耕地の9.9％
に達している。これに対して、小作農は戸数が 23,466 戸で、経営田地面積は 669,44 畝と
なり、戸数の割合と田地経営面積の割合は共に全体の 90％を占めている。 
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 表４－18 のように、10～30 畝田地を経営している小作農は 7,958 戸で、経営田地面積が




表４－19 推定標準小作農家経営状態（経営面積 14 畝の場合） 
収穫高 支出国数 
持高 
米 雑穀 計 
家族数
食料 種・肥料 地租 計 
過不足石数
14 畝 32.2 石 14 石 46.2 石 3 人 9 石 17.5 石 14 石 40.5 石 5.7 石
14 畝 32.2 石 14 石 46.2 石 4 人 12 石 17.5 石 14 石 43.5 石 2.7 石
14 畝 32.2 石 14 石 46.2 石 5 人 15 石 17.5 石 14 石 46.5 石 －0.3 石




作としての雑穀の反収穫量は平均１石とする。したがって、14 畝耕地では年間米 32.2 石




となり、家族の場合は 2.2 石となったので、ここでは、１人の年間食料を３石とする。 
 第４に、『浦泖農諮』によれば、1830 年ごろ、江南地方の松江では、１畝の稲作のコス
トがおよそ 4,000 文となり、１畝の麦作のコストがおよそ 1,000 文となった。当時の米価
は１石につき 4,000 文であるので、１畝稲作と１畝麦作のコストを米に換算すると、それ
ぞれ１石と 0.25 石米に相当する203。したがって、14 畝田地における二毛作（稲作と麦作）
のコストはあわせて米 17.5 石である。 
 第５に、地租については、李文治の研究によれば、1796 年から 1820 年の間（嘉慶年間）、
全国68ケースのうち、その地代はほとんど１畝につき米0.5～１石であった204。ここでは、
地租は１畝につき１石とする。 
 以上の仮定に基づいて推定した結果が、表４－19 に示しているように、耕地 14 畝を経
営していた小作農家は、家族数４人以下の場合、何とか自給自足ができるが、家族数が５
人を超えると生計が維持できない状態となる。しかし、前述したように、鄞県では平均 14














表４－20 江南地区における農家所有地規模の割合（1920 年代） 
県別 １－５畝 ５－15 畝 15-50 畝 50 畝以上 
上海 29% 61% 9% 1% 
奉賢 2% 44% 51% 3% 
南匯 6% 40% 48% 6% 
川沙 14% 58% 26% 2% 
太倉 16% 47% 35% 2% 
宝山 41% 42% 15% 2% 
松江 7% 37% 54% 2% 
青浦 30% 30% 15% 25% 
金山 5% 34% 55% 6% 







合徴収した205。1821 年から 1850 年の間（道光年間）以来、１石米価は 200 文であるので206、
田地１畝の田賦を米に換算すると、あわせて約米１斗となる。その結果は、表４－19 のよ
うに、耕地 10 畝をもつ自作農は、家族数が６人以内であれば、１年間家族全員の食料を確




表４－21 推定標準自作農農家経営状態（耕地 10 畝の場合） 
収穫高 支出国数 
持高 
米 雑穀 計 
家族数
食料 種・肥料 税額 計 
過不足石数
10 畝 23 石 10 石 33 石 3 人 9 石 12.5 石 1 石 22.5 石 10.5 石
10 畝 23 石 10 石 33 石 4 人 12 石 12.5 石 1 石 25.5 石 7.5 石
10 畝 23 石 10 石 33 石 5 人 15 石 12.5 石 1 石 28.5 石 4.5 石










1796（寛政８）年には 35 戸あるが、この層が漸増して 64 年後の 1860（万延元）年には 44
戸となっている。持高不明の９戸は、この３反以下層の中に包含すべきものと考えられる
ので、これを加えると３反以下層は合計 53 戸となる。全戸数 68 戸中の約 78％である。15










表４－22 備前藩沼村における家族構成（文化 11 年） 
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家族数 戸数 百分比 
３人 5 20.8% 
４人 4 16.7% 
５人 7 29.2% 
６人 5 20.8% 
８人 1 4.2% 
９人 2 8.3% 















表４－23 備前藩沼村３反家族の１年間収支（1772 年頃） 
収穫高 支出石数 
持高 
米 雑穀 計石 
家族
数 食料 税額 計 
過不足石数 
３反 6.6 石 3 石 9.6 石 ３人 3 石 3.438 石 6.438 石 3.162 石 
３反 6.6 石 3 石 9.7 石 ４人 4 石 3.438 石 7.438 石 2.162 石 
３反 6.6 石 3 石 9.8 石 ５人 5 石 3.438 石 8.438 石 1.162 石 
３反 6.6 石 3 石 9.6 石 ６人 6 石 3.438 石 9.438 石 0.162 石 
  注  １.１反あたり米生産高 2.2 石、裏作雑穀１石とする。 
２.平均石盛 1,475 石とする。 


























場村の場合、持高の 60％は水田で、その生産力は種１斗につき 16 俵以上であった。 
 両村の実際の生活状況をみると、大門村は水田が乏しく、生産力が低かっただけでなく、







































































木綿 15.7 石、な 16.3 石、刈大豆 10.4 石、蕎麦２石、煙草 16.4 石、大根 5.8 石、きび 3.6
石などが栽培されている222。また、更級郡東福寺村では、1847（弘化４）年、甘草、桑、
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杏、桐、漆などが栽培され、特に甘草の埴付坪数は最高 210 坪、最低４坪で 19 人が合計
3,500 坪を耕作していた。同村では、1829（文政４）年に、35 人の百姓が村高 1,409 石余









斤は約 0.5 キロ）で、食糧総生産量の約 10％を占めており、市場価格にすると約銀 14,000
万両である225。これに対して、日本における食糧の商品化率については、江戸時代のデー




前、綿布の商品量は約３億匹（約 9,090 平方キロメートル）で、綿布総生産量の 50％前後
を占め、市場価値は約銀 1,500 万両であった227。一方日本では、1736（元文元）年に各地




表４－24 中日生糸輸出量の比較                単位：kg 
時期 中国 日本 
1880 年 493,210 88,400  
1890 年 482,400 127,620  
1905 年 635,510 461,900  
              『中国近代経済史』統計資料選輯より作成 
そのほか、中日両国の生糸の輸出についてみると、表４－24 にみられるように、19 世紀
後半から 20 世紀初頭にかけて、中国の生糸輸出貿易は日本より盛んに行われていたことも































す農家の持高は表４－25 に示したものであり、持高 10 石以上をもつ富農層に出身した筆
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表４－25 安川塾の筆子の家庭持高（慶応４年）  表４－26 安川塾の筆子の兄弟中順番 
持高 筆子数 百分比  兄弟順番 筆子数 百分比 
１石以下 12 26.7%  長男 23 48.9%
１～２石 3 6.7%  二男 16 34.0%
２～３石 2 4.4%  三男 2 4.3%
３～４石 0 0.0%  四男 1 2.1%
４～５石 2 4.4%  養子 2 4.3%
５～10 石 4 8.9%  長女 1 2.1%
10～20 石 18 40.0%  二女 1 2.1%
20 石以上 4 8.9%  三女 1 2.1%









姓は合計 74 戸、総戸数の 71.8％を占めている。水呑百姓の子弟で就学しているものはな 
 
  表４－27 武蔵野国牛山寺子屋における寺子とその階層との関係（1850 年） 
       階層(持高)   
 項目 20石以上 15石～20石 10石～15石 ５石～10石 5石以下 水呑百姓 合計
①総戸数  3   2   4  20  68   6 103
②寺子戸数  1   2   2   8  13   0  26
③寺子数  5   4   3  12  16   0  40
②／① ( ％) 33.3 100  50  40 19.1   0 25.2
③／寺子総数 ( ％) 12.5  10  7.5  30  40   0  100
いが、５石以下の零細農の子弟で就学しているものが、戸数で 13 戸、19.1％、寺子数で
16 人、総寺子数の 40％であった。このことから、相当低い階層の農家の子弟も寺子屋に通









  表４－28 会田寺子屋における寺子とその階層との関係（1846-1858 年） 







５石未満 地借百姓 水呑百姓 合計 
①総戸数 15  13 28  78   5  26 165
②寺子戸数  5   3   9  14   2   0  33
③ 寺 子 数 13   5  11  15   6   0  50
②／① ( ％) 33 23 32 18  40   0  20













































時代に全国の寺子屋師匠は 15,512 人（経営者の人数）おり、その内訳は武士 3,051 人（全
体の 19.7％）、農民 5,330 人（同 34.4％）、僧侶 2,545 人（同 16.4％）、神官 1,022 人（同
6.6％）、医者 1,169 人（同 7.5％）、その他 226 人（同 1.5％）、不詳 2,196 人（同 14.0％）
であった234。では、これらの寺子屋経営者・指導者はいったいどのような理由から寺子屋
を設けたのであろうか。 







































校の寺子屋のうち、寺子数 50 人以下のものが 161 校で243、全体の約 56％を占めていた。
また千葉県では、寺子屋・私塾 466 の約 70％は寺子数 60 人未満である244。長野県では、
第３章第３節で分析した更級郡の例からみると、寺子数 40 人以下の寺子屋は全体の 75％
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